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後見
過疎

親族後見人
の減少

成年後見人
の需要増

第三者後見
人のなり手

不足

数年後には，
全国的な問題へ発展

「後見爆発」

制度開始後初めて
第三者後見人の割合が
親族後見人を上回る
(H24最高裁調べ)

後見過疎とは？



後見過疎の現状

佐渡島

人口 ６２,７２７人（H22.10.1国勢調査）
高齢化率 ３６．８％（H22.10.1国勢調査）
弁護士数 ３人（H23.4時点）
第三者後見人必要数／引受け可能枠 ５０／２９人
（H23.4調査）



後見人選任者数の推移（新潟家裁佐渡支部調べ・暫定値）

H20 H21 H22 H23 H24 H25.7末

親族後見 15 13 10 7 5 11

第三者後見 7 10 12 17 15 15
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H25.9現在の後見事件係属数 １３０件



実施主体

佐渡市社会福祉協議会

事業内容 （H24.4.1～）

①法人として後見人等の引受事業

②成年後見の普及・啓発活動

③後見人育成のための研修事業

④成年後見の利用等に係る相談事業

対策Ⅰ（H24年度）
成年後見センターの設立



（従前）
申立人 市長のみ
収入要件 生活保護世帯など厳格な要件
資産要件 （同上）

↓
（改正後 H24.4.1～）

申立人 限定なし（本人、配偶者、親族等でも可）

収入要件 非課税世帯
資産要件 流動資産３５０万円以下

（世帯員が１名増えるごとに１００万円加算）

報酬助成額 在宅 上限２８,０００円（月額）
施設 上限１８,０００円（月額）

対策Ⅱ（H24年度）
佐渡市成年後見制度利用支援事業の拡充



対策Ⅲ（H25年度）

市民後見人等育成カリキュラム

基礎講座の
修了

実務講座の
修了

市民後見
バンク登録

後見活動
支援員採用

センター内
実地研修

運営委員会
による選考

家庭裁判所
への推薦

候補者との
マッチング

市民後見人
誕生



DME Ｎｉｎａケースの蓄積

地域問題の発見・普遍化

関係機関と連携

個別ケース支援

関係機関とともに

問題へアプローチ・制度改革へ

司法ソーシャルワークと成年後見
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新潟県内の後見過疎地マップ



新潟県内の後見制度拡充進行マップ

法人後見実施社協
法人後見＋市民後見人養成事業（市受託事業）実施社協
法人後見、市民後見人養成事業等の取組みを検討中の自治体

※法人後見受任件数はH26.2.10時点

新潟県社会福祉協議会作成



各地域における
拡充支援ＰＴ

後見制度拡充に向けた取組み

• 自治体・相談機関の後見申立支援
力の強化(マニュアル作成・研修)

• 埋もれたニーズの発掘

申立支援
強化

• 法人後見団体の確保

• 専門職後見人のすそ野拡大（利
用支援事業拡充）

• 市民後見人の育成

受け皿
確保


